	産業機械器具卸売業


弱含みで推移していた販売額は、25年10～12月期に底を打ち、増加に転じた。26年１～３月期は消費税率引上げ前の駆け込み需要と相まって前年同期比で２割程度の増加率となった企業が散見される。
４月以降は、反動減による減少が懸念されたものの、減少率は小幅であり、中には前年同月比で増加を続けている企業もみられ、需要は底堅く推移するものとみられる。
業界の概要

産業機械器具卸売業は、産業機械器具を仕入れ、小売業や他の卸売業、産業用使用者に販売する産業である。
業界団体としては、全国各地にある機械工具を中心として取扱う企業等の団体が集まった全日本機械工具商連合会がある。大阪府で加盟しているのは、大阪機械器具卸商協同組合であるが、業界における取扱商品が多様化したことにより、「機械工具商」から「機械器具卸商」に改められている。大阪機械器具卸商協同組合の取扱い品目としては、切削工具、測定機器、工作機械等11の分野が示されている。そうした品目の中には、日本標準産業分類上の「産業機械器具」には分類されない商品もみられ、業界加盟企業の実態と公的統計の産業区分とは必ずしも一致しない。

機械器具・工具は、用途、材質、寸法等によって様々な製品が存在する。こうした商品を幅広く扱い、年間販売額が1,000億円を超える大手企業がある一方で、各専門分野に特化した商品を取り扱う小規模企業や地域ユーザーに密着した零細企業が多数存在している。

流通経路は、一次卸商が、メーカー等から仕入れた商品を二次卸商（直需店、小売店）に販売し、そこからユーザーとなる工場等へ販売される経路が代表的であるが、一次卸商がユーザーに直接販売する場合や、通常は二次卸商となっている直需店が、特定の商品についてはメーカーの代理店として直接仕入れるなど多様である。

商品の配送は、自社の営業マンが行うこともあるが、専業者に外注したり、宅配便を使って配送したりしている。

大阪の地位と特徴

大阪府内「産業機械器具卸売業」は、2,659事業所（「産業機械器具卸売業 内格付不能」事業所を除く）で、従業者数は30,181人、年間商品販売額は2兆7,389億円であり、全国に占める割合は、それぞれ10.2％、11.8％、13.5％である（総務省『平成24年経済センサス活動調査産業横断的集計（卸売業,小売業に関する集計）』、全数）。
大阪府の年間商品販売額は、東京都に次ぐ全国第２位であり、以下、愛知県、神奈川県、福岡県が続いている。府内では、大阪市西区の立売堀界隈に集中的に立地し、東大阪市本庄西にある機械器具卸団地内にも多く立地している。

販売は回復傾向
経済産業省「商業動態統計調査」から全国の「一般機械器具卸売業」（日本標準産業分類12回改定で「産業機械器具卸売業」へと変更される前の名称）の販売額をみると、リーマンショック後に大きく落ち込んだ販売額は、その後も弱含みで推移したが、25年10～12月期には下げ止まり、26年１～３月期には前年同期比5.3％増となった。
府内企業への聞き取り調査では、リーマンショック後に売上げが３割減から半減といった具合に大きく落ち込んだが、その後は回復に向かった。25年には設備投資が低調で売上げが、再び減少したという企業がみられるものの、現時点では、リーマン前の８～９割の水準に戻った企業が多く、リーマンショック前を上回る水準となった企業もみられる。

需要分野や販売地域では、自動車関連が好調で中部地域での販売が伸びている。航空機や船舶、米国向けのシェールガス関連の需要も堅調である。電気機械関連の需要が多かった近畿は、他地域と比べて伸び悩んでいる。

消費税率引上げの駆け込み需要もあり増収増益

年度末となる１～３月期は、ユーザーによる年度内予算執行に伴い工具等を駆け込み発注するため繁忙となるが、26年は１～３月期は、消費税引上げ前の駆け込み需要があったことから売上げが急増する企業がみられた。３月の売上げの前年同月比増加率は、少ない所で５％増、多い所で60％増とばらついているが、２割程度の増加率の企業が多いとみられる。
仕入単価は横ばいであるが、価格競争が激しくなっていることから、販売単価は低下傾向にあり、粗利益率は低下しているという。駆け込み需要等もあり販売数量が伸びていることから、粗利益率の低下を補って利益額は横ばい、若しくは増益となっている。
消費税率引上げ分の転嫁はできている。
インターネット販売への対応は様々

インターネット販売については、自社のサイトで行っている企業があるが、小口の新規取引には手間がかかることや売掛金回収の問題があることから実施するつもりはないという企業も多い。
インターネット販売業者との関係は、そのサイトに出店し売上げを伸ばしている企業、そうした業者へ卸売をしている企業があるが、その一方で、インターネット業者と競合している企業もあり、様々である。

雇用は一部に積極的な企業がみられる
雇用については、従業者数の５～８％程度に当たる新規採用を継続的に行なっている企業が多い。これは、従業員構成に歪みが生じないための配慮であり、企業規模としては概ね横ばいである。そうした中で、インターネットを使った受注で売上げを伸ばしている企業では、従業者数の15％程度にあたる新規採用を行い、企業規模を拡大している企業がみられる。
給与については、人材確保の観点から定期昇給は実施しているものの、粗利が増えないので、ベースアップは困難という声が聞かれる。
情報化への更新投資
Windows XPのサポートが26年４月に終了することから、25年度にWindows ７搭載のパソコンに入れ替えたという企業が散見される。一方、26年４月時点で入替途上という企業や、新たな受発注システムの導入を27年に行うための準備を進めているため、当面はXPを使うとする企業もある。
物流関連の設備投資は、災害に備えて、25年度に中部や九州に物流センターを設置したといった大阪府外での投資事例はみられる。

自社商品の開発・販売と海外展開の動き
ユーザーとなる工場が海外生産拠点を移し市場が縮小するとともに、競争の激化により利益率が低下している。こうした状況に対して、自社企画製品を国内や海外の製造子会社・関連会社で製造し、販売することで利益率を引き上げている一次卸がみられる。こうした企業では自社製品の販売を増やすために、直需店の営業活動に同行し商品説明を行うなどの取組を行っている。
また、大手企業では、アメリカやアジアに販売拠点を設け販売しており、海外での販売が増加している。中小企業の中にも、アジアの日系企業向けへの販売を手がける企業がみられる。
今後の見通し

１～３月期の販売増加額のうち、どこまでが駆け込み需要によるものであったかの判断は難しいが、４月に入ってからの販売は、前年同月比で５％減といった減少幅で留まる企業が多いようである。中には、３月よりは減少したが、前年同月比では15％増を見込む企業もみられる。個々の企業の取り組みによって売上げを伸ばしている面もあるが、３月の伸びと比べて４月の落ち込みは概ね小さいようである。また、見積りの依頼が少なくなく、大型の案件も散見されることから、国内需要は４月以降も底堅く推移していくとみられる。

（町田　光弘）
表１　産業機械器具卸売業（平成24年）
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大阪府 全国

大阪府の

全国シェア

事業所数 2,659 26,134 10.2

従業者数 30,181 255,455 11.8

年間商品販売額 2,738,87620,249,574 13.5


資料：総務省「平成24年経済センサス活動調査（産業別集計：卸売業，小売業に関する集計）」


（注）「産業機械器具卸売業 内格付不能」事業所を除く数値。





表２　一般機械器具卸売業販売額の推移（全国）
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販売額 前年比

平成20年 24,425 -3.0

21 15,834 -35.2

22 13,613 -14.0

23 13,686 0.5

24 12,403 -9.4

25 12,014 -3.1

25年　　1～3月 3,076 -6.1

4～6月 2,799 -5.4

7～9月 3,112 -1.2

10～12月 3,027 0.3

26年　　1～3月 3,239 5.3

年　月


資料：経済産業省「商業動態統計調査」

(注）商業動態統計調査(商業販売)は、商業統計調査を母集団とした標本調査であるため、２～３年毎に実施する商業統計調査結果が公表された時点で、過去にさかのぼって業種別販売額を商業統計調査の結果に合わせるように数値の改訂(水準修正)を行っている。
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